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1．はじめに
わが国の年間の自殺者数は、1998年以降、13年
連続で3万人を超えている。これは年間の死者数
が5000人に満たない交通事故死者数1) に比べると
実に6倍以上になる。
こうした事態に対処すべく、2006年には自殺対
策基本法が施行されたが、これは自殺問題という
のは国全体で取り組むべき問題であるとの社会意
識が高まってきたからである。この法律の目的は、
自殺防止を図るとともに、自殺者の親族等に対す
る支援の充実を図り、国民が健康で生きがいを
もって暮らすことのできる社会の実現に寄与する
ことである2)。すなわち、自殺対策基本法におけ
る自殺対策とは、自殺防止と遺族支援という2つ
がその柱となっている。
本稿では、これら2つの柱のうち、自死遺族3)
に対する支援に焦点をあて、その現状と課題を考
えていきたい。
2．自殺対策における3つの局面
自殺対策は大きく3つの局面に分けて考えられ
る。具体的には、プリベンション（prevention）、
インターベンション（intervention）、ポストベン
ション（postvention）の3つである。
以下では、これら3つの局面それぞれについて
説明した上で、日本における自殺対策の現状につ
いて述べる。
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人生において最大のストレスをもたらす出来事は死別であるとされるが（Holmes & Rahe 1967）、特に
自殺で亡くした場合には、非常に大きなストレスをもたらし、病気による死別に比べると、抑うつ症状、
PTSD（心的外傷後ストレス障害）症状、不安症状などがより重篤になる（小西・白井 2007）といわれ
る。
わが国においては、13年連続で年間自殺者数が3万人を超えるという状態が続いている。毎年これだ
け多くの自殺が発生しているということは、その背後にはその何倍にも達する膨大な数の遺族が存在す
るということである。自殺は社会全体で取り組むべき深刻な社会問題であると認識されるようになって
きた現在、遺族に対する支援も社会全体で取り組むべき重要な課題である。
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（1）プリベンション（事前の防止対策）
プリベンションとは、自殺につながる可能性の
ある要因を取り除いたり、あるいは、一般市民や
子どもに対して自殺に関する啓発教育を実施して
いくことなどによって、自殺の発生を未然に防ご
うとすることである。
（2）インターベンション（危機介入）
インターベンションとは、今まさに自殺が起き
ようとしている緊急事態に対する危機介入のこと
である。たとえば、手首を切ってしまった、大量
に服薬したなどという状態の人に対して積極的治
療を行い、救命を図ることなどである。
（3）ポストベンション（事後対応）
ポストベンションとは、不幸にして自殺が起き
てしまった際における遺された人たちへの対応で
ある。大きな心の傷を受け、うつ病やPTSDなど
の精神疾患に移行する危険性のある遺族に対し
て、可能な限りその影響を小さくしようとするこ
とである。
（4）日本における自殺対策の現状
自殺対策には上記3つのような局面があるが、
高橋が、「わが国でこれまで実施されてきたこと
は、そのほとんどが医療を中心としたインターベ
ンションであって、真の意味でのプリベンション
やポストベンションはほとんど行われてこなかっ
た（高橋 2003：6）」と述べているように、自殺
対策基本法制定以前の日本において、自殺対策と
して行われてきたのは、主として自殺を図った
人々の救命行為であるインターベンションであっ
た。
しかし、自殺者数が毎年3万人を超えるという
状況が続いたため、国をあげて自殺防止としての
プリベンションに取り組む必要があるとの認識が
高まり、2006年6月に自殺対策基本法が成立し、
同年10月には、国立精神・神経センターに自殺予
防総合対策センターが設置され、さらに、2007年
以降は各都道府県および政令指定都市において自
殺対策のための委員会が設置された。また、こう
した動きと併せて、それ以前から草の根的に自殺
対策に取り組んできた民間団体の協力も得なが
ら、国は自殺の要因に関する調査研究を行い始め
た。具体的には、自殺死亡統計をもとにした原因
や動機の研究、心理学的剖検4) による自殺直前の
心理状態を明らかにしようとする研究、うつ病な
どの精神疾患と自殺との関連性に関する研究、失
業率や高齢化などと地域性との関連についての研
究などを通して、医学的および社会学的見地から
自殺の原因や関連因子を特定するための研究が開
始されたのである（岩戸ほか 2010）。
その後、これらの調査結果を受けて、自殺につ
ながる要因について周知するための自殺防止キャ
ンペーンが盛んに行われるようになった。「お父
さん、眠れてますか？」という呼びかけが書かれ
たポスターが電車や駅に貼られたり、テレビコ
マーシャルとしても流されるなど、周囲の人々が
自殺の危険性を示すサインに気づくよう促すキャ
ンペーンが始まった。また、国は9月を自殺予防
月間と定める一方、東京都も3月と9月を自殺対
策強化月間と定め、こうした特別月間には自殺に
つながる可能性のある要因をより一層周知するた
めの様々なイベントや講演会などが行われるよう
になった。それまでは主としてインターベンショ
ンとしての自殺対策しか行われてこなかった日本
において、ようやくプリベンションとしての自殺
対策が始まったのである。
しかしながら、その一方で、3つの自殺対策の
中の一つである遺族支援については、自殺対策基
本法の柱の一つとして盛り込まれてきたにもかか
わらず、後回しにされてきた。もちろん、年間自
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殺者数が3万人を上回る現況下においては、自殺
防止が自殺対策の喫緊の課題であることは言うま
でもない。ただ、自殺者が一人発生すると、その
周囲の最低5人が深刻な影響を受けるとされてお
り（高橋 2003）、これをわが国の現状にあてはめ
て計算すると、年間15万人以上の人々が影響を受
けていることになる。無作為で選ばれた50～64
歳の中高年男女500名に自分の親しい人が自殺で
亡くなったことがあるかどうかを尋ねた調査によ
ると、男性では約30％、女性では約25％がその
経験があると回答している（清水 2009a）。つま
り、少なくとも4人に1人は身近なところで自殺
の発生を経験していることになる。この調査結果
からもわかるように、我々のまわりには自殺に
よってあとに遺された人たちが既に多数存在して
いるのである。その意味でも、自殺対策において
は、プリベンションやインターベンションと同様
に、遺族支援としてのポストベンションもまた極
めて重要な課題であることを認識する必要がある。
3．自殺が遺族に及ぼす影響
自死遺族支援を考える上では、まず遺族がおか
れている状況について知ることが重要である。こ
こでは、自殺が遺族にどのような影響を及ぼすの
かについて考えてみたい。
人は大切な人を亡くすと、それに伴う悲嘆を経
験する。悲嘆は、心理的、身体的、社会的など
様々な側面に現れる（Rando 1991）が、特に自殺
という形で亡くした場合には、悲嘆反応はより強
く複雑になる。
（1）心理的影響
1）罪責感
自殺による死別に特徴的な心理的反応の一つに
罪責感がある。罪責感はどのような死別において
も多かれ少なかれ感じるものであるが、自殺の場
合には特に強い罪責感を感じる（Worden 1991）。
「止められなかった」、「気づいてやれなかった」、
「あの時、ああしていれば」など、自分が身近に
いながら自殺を防ぐことができなかったとして、
遺族が故人の自殺行為の責任を感じることが多
い。
2）怒り
自殺を食い止められなかったというこのような
罪責感は、自分自身に対する怒りと一体となって
いる。自分がなすべきこと、なし得たことをしな
かったために自殺が起こったのではないかという
思いが自分自身に対する怒りになるのである。こ
うした自分自身に対する怒りは、時には自己処罰
的な行動につながることもある。食事や入浴など、
ごく日常的なことさえ許されないと感じたり、あ
るいは、自罰的な怒りが非常に大きくなった場合
には、自分は処罰されるべきだと考えてしまうこ
とから、薬物やアルコールの濫用などが起こるこ
ともある（Worden 1991＝1993）。
また、怒りの感情は、自分自身に対してだけで
はなく、故人に対して向けられることもある。遺
族にとって、自殺されたという思いは、「見捨て
られ感（Worden 1991＝1993）」となり、故人か
ら拒絶されたと感じることがあるからである。
さらに、怒りの感情は、精神科医を含めた専門
家や関係者など、生前の故人とかかわりのあった
他者に向けられることもある。ただし、こうした
他罰的な怒りは、自罰的な怒りを和らげるための
防衛機構の一つになっていることもある（高橋
2003）との指摘もある。
3）恥辱感と孤立感
現在の日本においては、「自殺した人は人生の
敗北者だ」「自殺は家系だ」など、自殺を恥ずべ
きものだとする社会的偏見が依然として根強く
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残っている。そのため、遺族は好奇の目にさらさ
れたり、ゴシップの的となったり、時には、家族
のケアが十分ではなかった結果だとして世間から
公然と非難されることもある。また、周囲の人々
が腫れものに触るように遺族に接したり、近寄ら
なくなることもある。今日では、自殺は単に個人
の問題ではなく、社会的問題であるとの認識の下
で自殺対策が進められているが、依然として根強
く残る自殺に対する偏見や自殺に関する迷信的な
誤解が、家族や親族の縁談や就職にまで支障をき
たすこともある（平山 2009）。このように、自殺
と自死遺族をスティグマ化する風潮は依然として
強く、遺族は「自殺者を出した家」という烙印を
押され、社会から孤立した状態に追い込まれてい
くのである。
こうした社会的状況から、自殺の事実を周囲に
伏せている遺族は少なくない。自殺について親族
以外には話さないことも多く、場合によっては、
親族にさえ隠し通していることもある。悲嘆プロ
セスとは、故人との絆を再構築していくのと同時
に、死別を体験することによって失った他者との
絆を再構築していく中で進んでいくものである
（三輪2010）が、社会から孤立した状態に追い込
まれる自死遺族にとっては、悲嘆プロセスには非
常に大きな困難が伴う。
4）不安と恐怖
人は大切な人の死を経験すると、この世界はも
はや安全なところであるとは思えなくなり、それ
に対する警戒反応として恐怖心が起こることがあ
る（Sanders 1992＝2000）。特に自殺で亡くした
場合には、こうした恐怖心だけではなく、自分自
身が自殺衝動に駆られることへの恐怖、すなわち、
「いつか自分も同じように自殺してしまうのでは
ないか」という恐怖を抱くことが少なくない。ま
た、家族の中で複数の自殺者が出た場合には、自
殺傾向の遺伝性について不安を抱くこともある
（Worden 1991＝1993）。
さらに、自分自身が自殺の第一発見者であった
場合には、自殺現場の光景が頭から離れず、フ
ラッシュバックなどによって何度も発見時の恐怖
を繰り返し経験することもある。
5）安堵感
遺族の中には、故人の生前、その苦しみや悩み
を共有しながらも、故人によって繰り返される自
殺未遂に翻弄されてきた人たちもいる。そうした
人たちの一部には、ようやく故人が苦しみから解
放されたという一種の安堵感を抱く場合もある
が、その一方で、こうした安堵感が、かえって遺
族の罪責感をより一層強めることもある。
以上、自殺が遺族に及ぼす心理的影響の特徴に
ついて述べてきたが、こうした心理的影響が長期
化した場合には、うつ病やPTSDなどの精神障害
の発症へとつながったり、希死念慮が出現したり
することもある。また、当然のことながら、この
ような心理的影響は、不眠、食欲不振、過食、体
力の低下など、身体的にも影響を及ぼすことが少
なくない。
（2）社会的影響
1）公認されない悲嘆
先述したように、人は自分にとって大切な人を
亡くすと、それに伴う悲嘆を経験するが、悲嘆の
中には「公認されない悲嘆（disenfranchised grief）」
と呼ばれるものがある。「公認されない悲嘆」と
は、社会的に正当性が認められない悲嘆のことで
ある（Doka 2008）。すなわち、悲嘆を抱えている
にもかかわらず、遺族がそれを表出することや支
援を求めることが社会的に容認されないような悲
嘆のことをいうのであるが、自死遺族の悲嘆は、
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このような「公認されない悲嘆」に分類されるこ
とが多い。
その最大の理由は、上述したような自殺に対す
る社会的偏見である。自殺は恥ずべきものだとす
る社会的偏見によって、遺族が葬儀を営むことが
できない場合があったり、また、行ったとしても
参列を拒否されることもある（宮林 2009）など、
遺族は自分の悲しみを公の場で表出することが許
されないと感じることが少なくない。
かつてゴーラーは、「私たちは、相手を遺族と
知りつつ会う時には、当惑し、うろたえるのであ
る。悲嘆に暮れれば、病気・不健全・良俗壊乱と
いった烙印を押される（Gorer 1965＝1986：178）」
と述べ、死や悲しみが忌避されるような社会状況
を「死のポルノグラフィー」と呼んだ（Gorer
1965＝1986）。19世紀の社会では性がタブー視さ
れていたが、それに代わって、20世紀の社会では
死や悲しみがタブー視されていると指摘したので
ある。ゴーラーがそのような指摘をしてから約半
世紀経った21世紀の現在においては、以前に比べ
ると、死や悲しみがよりオープンに語られるよう
になってきてはいるものの、こと自殺に関しては
未だにタブー視されていることは否定できない。
前記のゴーラーの言葉を多少変えていうとするな
らば、「私たちは、相手を自死遺族と知りつつ会
う時には、当惑し、うろたえるのである」という
風潮が未だに強く残っている。こうした社会にお
いては、自死遺族は自分の感情を押し殺し、悲し
みを心の奥深くに封印せざるを得ないのである。
2）二次被害
自分にとって大切な人が自ら命を絶つという出
来事は、遺された人に極めて大きな精神的打撃を
与え、混乱に陥らせることになるが、その打撃を
さらに大きくする二次被害というものがある。二
次被害とは、被害に付随する追加的苦痛のことで
あり、友人、親族、医者、刑事司法制度などの不
適切な対応によってもたらせるものである（諸澤
1998）。
たとえば、警察官による事情聴取などがそうし
た二次被害を引き起こすことがある。自殺が発生
すると、それが事故死か、病死か、自殺か、他殺
かを検証する必要があるため、警察が介入するこ
とになる。突然の衝撃的な出来事を目の当たりに
した直後で動転している遺族に対して、その気持
ちを斟酌することなく警察による事情聴取が行わ
れることになるのである。動転している遺族に保
険金のことを聞いたり、遺族を被疑者とみなした
ような質問を浴びせかけることも珍しくはない。
職務上のこととはいえ、目の前で起こった現実を
受けとめることさえできない状態にある遺族に
とって、こうした警察官による事情聴取は耐えが
たい苦痛をもたらす。
また、上述したように、周囲の人たちにはその
事実を伏せ、親族だけにしか話さない遺族が少な
くないが、親族に事実を打ち明けた遺族がその親
族から非難され、精神的苦痛を与えられることも
ある。たとえば、子どもが自殺した場合、親の育
て方に問題があったのではないかとか、重大な事
態に陥るまでに対処できなかったのは親の責任だ
などと、親が親族から非難されることがある。そ
れだけではなく、親族の中には、自分たちの子ど
もの結婚や就職にも悪影響が及ぶことを懸念し
て、遺族を激しく責めることもある。
さらに、自殺の事実が周囲に知らされている場
合には、同じ地域や同じ集合住宅に住んでいる住
民から立ち退いてほしいなどという理不尽な要求
を匿名電話などによって突きつけられることもあ
る。
これらに加えて、不動産をめぐるトラブルによ
る二次被害も少なくない。たとえば、息子が自殺
したアパートの大家から、自殺の発生によってア
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パートを建て替える必要が生じたと言われ、その
費用として1億2千万円を請求されたという事例
がある。周囲に自殺の事実を隠していたその遺族
は、大家に言われたまま全額を支払わざるを得な
かったのである5)。また、自宅マンションで自殺
した男性の遺族が、マンションの家主から隣室や
他階の部屋も含む7室分の家賃補償を請求された
が、金額をめぐって話し合いをしたものの折り合
いがつかなかったため、家主が裁判所に提訴した
という事例もある。これについては、裁判で、
「自殺を十分に予見でき、かつ回避可能であった」
として、遺族に過失があったという判決が出た6)。
裁判のような場で自殺を止められなかった遺族の
責任を問われたことは、既に十分に罪責感を感じ
ている遺族にとっては、その何倍にもなる新たな
苦痛を与えられることになる。不動産に関しては、
殺人事件や自殺があった場合、不動産価値が下が
るため損害賠償請求が認められている。しかし、
賠償額に明確な基準がないことや、自殺の事実を
周囲に知られたくないという遺族の弱い立場につ
けこむような法外な損害賠償請求がなされること
があり、請求されたままの金額を支払う遺族が少
なくないのが現状である。
4．自死遺族を支える取り組み
（1）自死遺族支援の現状
このように、自死遺族は、心理的、身体的な面
だけではなく、社会的な面においても多くの影響
を受けている。しかし、先にもみたとおり、日本
においては、自殺対策基本法制定後、自殺防止対
策であるプリベンションに重点がおかれた対策が
進められてきたため、遺族支援については後回し
にされてきた感があり、自殺防止対策が進められ
る中で付随的に少しずつ進み始めたというのが実
状である。
先述のとおり、自殺対策基本法制定後、それ以
前から草の根的に自殺対策に取り組んできた民間
団体の協力も得ながら、国は遺族を対象にした聞
き取り調査を行い始めた。直接的および間接的に
自殺のきっかけとなったと思われるような出来事
や、故人に異変を感じた時のことなど、自殺が生
じるまでのことを遺族に振り返って語ってもら
い、自殺につながる可能性の高い要因を明らかに
しようとしたのである。これは、換言すれば、プ
リベンションとしての自殺防止対策に、ポストベ
ンションの支援対象となる遺族が協力したという
ことになる。
そこで、このようにしてプリベンションとして
の自殺防止対策が進められていく中で、副次的な
形でポストベンションが動き始めたのである。具
体的には、調査に協力した一部の遺族たちが自ら
自死遺族であることをカミングアウトし、遺族に
よる遺族のための分かち合いの会を立ち上げ、支
援活動を始めたのである（清水 2009a）。そして、
そうした支援団体7) に対して、今度は行政のほう
が活動場所を提供するなど、バックアップし始め
たのである。
このような経緯を経て、自殺対策の3つの局面
の中で一番後回しにされてきた遺族支援であるポ
ストベンションもようやく動き始めていった。プ
リベンションとしての自殺対策が進められる中
で、遺族自らが立ち上がり、遺族による遺族のた
めのポストベンションが進められるようになると
ともに、こうした動きと呼応するように、各自治体
の精神保健センターや保健所、民間支援団体など
による支援活動も活発に行われ始めたのである8)。
それでは、こうした当事者、あるいは自治体や
支援者による自死遺族支援の内容は、具体的には
どのようなものなのだろうか。
まず第一に挙げられるのは、遺族がお互いに語
り合うことができる「分かち合いの会」の実施で
ある。先述したように、社会的偏見にさらされた
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自死遺族たちは、自分の身に起きた出来事そのも
のについて、さらには、それに伴う自分の悲しみ
について誰にも話せない状況におかれていること
が多い。しかし、同じ体験をした者同士であれば、
傷つけられることなくお互いに気持ちを共有しな
がら語ることができる。衝撃的な出来事によって
大きな心の傷を負っているにもかかわらず、人か
ら好奇の目を向けられたり非難の言葉を投げかけ
られるなど、社会の中で孤立感を抱きながら身を
潜めるような生活を強いられてきた遺族たちに
とっては、同じ体験をした人たちの中でないと安
心して自分の心の内を話すことができない。遺族
たちは、自分の体験を言語化することを通して、
少しずつ現実に向き合うことができるようになっ
ていくとともに、同じ体験をした他の遺族の話を
聞くことによって、自分の体験を客観的に見つめ
直していくことができるのである。
上記の「分かち合いの会」は、グループの話し
合いによって参加者同士の気持ちの分かち合いを
目的とした活動であるが、こうしたグループによ
るもの以外に、面談や電話を通して個別に遺族の
語りを聞くものもある。グループや個別という形
態を問わず、現在行われている自死遺族支援の内
容は、遺族の語りの受け皿になることによって、
その精神的苦痛を和らげようとする精神的ケアに
重点がおかれた取り組みが中心となっている。
（2）自死遺族支援における時間の視点
上述のとおり、ポストベンションとしての遺族
支援は自殺対策における3つの局面の中では一番
後回しにされてきたが、遺族の語りを受けとめ、
精神的苦痛を軽減することに焦点をあてた支援が
行われるようになった。このように遺族の語りを
直接的に受けとめることは、いわゆるナラティ
ヴ・アプローチによる援助である。ウォルターは、
死別体験者が故人の記憶を自分の生活の中に統合
していくためには、故人を自分自身の中の適切な
場所に位置づける物語を作り上げていくことが必
要であると述べている（Walter 1996）。また、
リッチーズとドーソンも、死別体験者はセルフナ
ラティヴを他者に語ることによって、故人の生と
死に対して意味づけを行い、それを通してアイデ
ンティティを再構築していくとしている（Riches
& Dawson 1996, 1998）。さらに、ニーマイヤーは、
死別体験者が意味を再構築するためには、危機に
陥った自己物語を他者に語り、それを他者から承
認される必要があると述べている（Neimeyer
2001）。このように、現在、自死遺族に限らず死
別体験者に対する援助においては、遺族の語り
（ナラティヴ）を受けとめることの重要性が強調
され、遺族支援においてはナラティヴ・アプロー
チによる援助が有効であるとのコンセンサスが得
られつつある。
ただし、ここで考えなければならないのは、先
にも述べたように、自死遺族は語ることが非常に
難しいということである。遺族にとっては自殺の
ような大きな衝撃と混乱をもたらす出来事を言葉
にすること自体に大きな困難が伴うだけではな
く、その自殺に対して強い自責の念を感じること
からも自分の心情を言葉にすることが非常に難し
い。また、自殺に対する社会的偏見によって遺族
の悲しみが「公認されない悲嘆」とみなされるこ
とも、遺族をより一層語れない状況へと追いやっ
ているのである。
こうしたことから考えると、死別体験者に対す
る援助において主流となっているナラティヴ・ア
プローチによる援助を、自死遺族にそのままあて
はめて支援を行うことには多少無理があるように
思われる。「語れば楽になるから」と、遺族に対
して語ることができる場を提供するということだ
けでは不十分なのではないだろうか。
筆者自身、自死遺族支援団体で活動を続けてき
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たが、筆者の所属している支援団体においても自
死遺族のための「分かち合いの会」を実施してい
る。その「分かち合いの会」では、亡くしてから
まだ日が浅い中で、自らの心情を吐露する安全な
場を探し求めて参加する遺族もいれば、誰にも話
すことができずに一人で悩み続け、亡くしてから
5年、10年経って初めて参加する遺族もいる。こ
うしたことを通してつくづく感じることは、たと
え傷つけられることなく安心して語れる場が用意
されていたとしても、自死遺族が自ら語ることが
できるようになるまでには、遺族それぞれに固有
の時間を要するということである。つまり、自死
遺族には、誰にでも等しく流れていく絶対的な時
間とは別に、自らの体験に基づく固有の時間があ
るということである。自死遺族支援においては、
こうした遺族に固有の時間を尊重し見守る視点が
非常に重要になるのではないだろうか。遺族自ら
が語りたいと感じた時にはいつでも語ることがで
きる安全な場を用意する一方で、それぞれに固有
の時間を待つこと、すなわち、遺族がいつでも握
り返すことができるような支援の手を常に差し伸
べ続けるということが重要であるように思われ
る。
（3）自死遺族支援における環境の視点
上述したように、自死遺族支援においては、遺
族固有の時間を尊重し、見守りながら待つという
時間の視点をもつことが非常に重要であるが、そ
れと同時に念頭においておく必要があるのが環境
の視点である。語りの受け皿を用意して待つだけ
ではなく、遺族を取り巻く環境に積極的に働きか
けていくという視点も重要である。語りたいと
思った遺族が自死遺族支援団体に足を運ばないと
語ることができないというのではなく、遺族が語
りたいと思った時にはいつでも身近なところで語
ることができるように、遺族の身近なところで語
りの受け皿を増やしていくことが必要である。友
人、知人、地域の保健所や保健センターの職員な
ど、身近なところで遺族を見守りながら、その語
りの受け手になることができる人たちを育て、遺
族の身近なところでの支援体制を構築していくこ
と、すなわち遺族を取り巻く環境を整備していく
ことも自死遺族支援においては非常に重要であ
る。
また、自死遺族支援においては、心のケアだけ
では不十分であると感じている遺族は多い（田中
2009）。自殺の背景に労災問題やいじめの問題な
どがある場合などにおいては、遺族の心理的苦痛
を和らげる精神的ケアだけではなく、専門家によ
る実務的な支援も必要となる。そうした場合にお
いても、遺族が求めれば身近なところで支援が受
けられるような体制づくりが求められる。
さらに、環境への働きかけにおいては、遺族の
身近なところだけではなく、社会全体にも働きか
けていく必要がある。自死遺族が語れない大きな
理由の一つである社会的偏見を取り除くために、
一般社会に向けた啓蒙活動を同時並行的に進めて
いくことも非常に重要な遺族支援の一つである。
このように、自死遺族支援においては、遺族の
語りの受け手になることのみに焦点をあてた支援
ではなく、それと同時に、遺族を取り巻く環境を
整えていく支援も不可欠である。今日、語りの受
け皿になることを中心として進められつつある自
死遺族支援であるが、遺族固有の時間の視点とと
もに、遺族を取り巻く環境の視点も視野に入れた、
より包括的な支援体制を構築していく必要があ
る。
5．おわりに（自死遺族支援における課題）
上記のとおり、自殺対策基本法が制定されて以
来、自死遺族支援は自殺防止に比べるとかなり対
応が遅れていたものの、最近になって、少しずつ
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ではあるが全国的に支援体制が広がり始め、現在
では自殺防止対策と自死遺族支援が同時並行的に
進められつつある。
ただ、そうした中、これら2つを同時に進めて
いく上で多少混乱が生じ始めるなど、新たな課題
も見えてきている。具体的には、自殺防止対策を
進めていけばいくほど、それによって逆に自死遺
族が傷つくことがあるということである。たとえ
ば、自殺予防月間などには、自殺防止キャンペー
ンの一環として、「ストップ、自殺！」というポ
スターが電車の中や駅に貼られることがある。こ
うした文言は、「自殺を止められなかった」とい
う遺族の罪責感をより一層深めることになると訴
える遺族がいる。また、「子どもに命の大切さを
教えよう」というキャッチフレーズによる自殺防
止のキャンペーンなどもあったが、子どもを亡く
した遺族からすると、「自分は子どもに命の大切
さを教えなかったわけではない」という思いが募
る。もちろん、自死遺族たちは自分と同じ思いを
する人をこれ以上増やさないためにも、自殺防止
対策の重要性は十分に認識している。しかし、そ
の一方で、自殺防止が声高に叫ばれれば叫ばれる
ほど、一層追いつめられるように感じる遺族がい
ることも事実である。実際、ある遺族は、「自殺
予防と遺族ケアの考え方には一抹の不安を抱いて
いる。予防は『これから』に向かうベクトルで、
遺族のケアは『既に起こった（過去の）出来事』
への手当である。時間軸も対象も異なるものを一
括りに捕らえることからある種のねじれが生じて
いると感じている（鈴木 2009：211）」と述べて
いる。
先述したように、大切な人を自殺で亡くした場
合には、遺族の悲嘆反応は複雑化、長期化し、う
つ病やPTSDなどの精神障害の発症へとつながっ
たり、希死念慮が出現することもあるため、自死
遺族が新たな自殺者になる可能性が高いことが指
摘されている。このような可能性の高さを考える
と、自死遺族に対して十分なケアを行うことは、
新たな自殺を生まないためにも非常に重要であ
り、まさにそうした自死遺族支援が自殺防止対策
であるといえる。しかしながら、その一方で、自
殺防止対策が進めば進むほど、遺族は逆に傷つけ
られるように感じることがあるなど、自殺防止対
策がそのまま自死遺族支援ではないのである。こ
うした観点から、自殺対策基本法の中に一緒に盛
り込まれた自殺防止対策と自死遺族支援を一括り
にして進めていくという考え方については、今一
度検証してみる必要があるのではないだろうか。
自死遺族支援については、自殺対策基本法にお
いても、その具体的な支援のあり方は明示されて
おらず、各自死遺族支援団体が試行錯誤を重ねな
がら支援のあり方を模索しているのが現状であ
る。自殺対策基本法が制定されてから4年以上が
経過した今日、各自治体の精神保健センター、当
事者団体、支援団体など、様々な組織や団体にお
いて行われている遺族支援の内容を集約し、それ
らについて精査した上で、よりきめ細かい支援策
を作り上げていく必要があるだろう。
註
1） 2009年度の交通事故死者数は4914人であ
る。
2） 自殺対策基本法（平成18年6月21日法律第
85号）第1章総則第1条より。
3） 大切な人を自殺で亡くした遺族をはじめ支
援者たちの間では、「自殺」に代え「自死」
という言葉が広く用いられている。「大切な
人を自死で喪った場合の深い悲嘆と自責感
に苦しむ遺族をはじめとする当事者にとっ
て、『自らを殺す』との表現はあまりにも辛
い、時にむごい響きとなる（清水 2009：
222）」という理由からである。本稿におい
― 49 ―
社会福祉　第51号　2010
ても、遺族については「自死遺族」という
言葉を用いる。
4） 1950年代末から1960年代初頭にかけて、ア
メリカのシュナイドマンらによって開発さ
れた不審死を解明するための方法であり、
最初から自殺が明らかな事例についても応
用される方法である（玄・張 2009）。自死
遺族へのケアを前提に遺族や故人をよく知
る人から故人の生前の状況を詳しく聞き取
り、自殺が起こった原因や動機を明らかに
していくものである。
5） 日本経済新聞（2010年11月8日）記事（38
面）より。
6）「全国自死遺族連絡会」ホームページより。
（http://ainokaisendai.web.fc2.com/renraku
kai/html）
7） 自死遺族の団体は全国各地にできつつある
が、それと同時に、全国各地の自死遺族た
ちのネットワーク化も進み、2008年、自死
遺族による自死遺族のためのネットワーク
「全国自死遺族連絡会」が発足した。
8） 現在、自死遺族支援団体には、当事者団体、
支援者が加わった民間支援団体、自治体が
主導している支援団体、官民連携の支援団
体など、様々な形があり、その数は42にの
ぼっている（2010年）。自殺対策支援セン
ター「ライフリンク」ホームページ（www.
lifelink.or.jp）より。
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